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７５億３，４３０万４，２１５円歳 入

【一般会計歳入】

『人と自然が輝くまち 美浦』をめざして
　　　　　　　村のお金はこのように使われました
『人と自然が輝くまち 美浦』をめざして
　　　　　　　村のお金はこのように使われました

美浦村の令和３年度歳入歳出決算（一般会計・特別会計・企業会
計）が、９月の村議会定例会で認定されました。すべての会計を
集計した決算の総額は、歳入では１２９億４，７１２万８，９７１円、歳出
においては１２７億０，７７８万８，００３円となりました。

令和３年度一般会計歳入決算額は７５億３，４３０万４，２１５円で、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として
の特別定額給付金事業の完了等により国庫支出金１２億７，３１３万４，９９３円減、江戸崎地方衛生土木組合のごみ
処理場の建設事業費の負担金等の減により地方交付税２億０，０５２万７，０００円減、蔵後余郷入土地改良区の経営
体育成関連流動化促進事業の完了等により県支出金１億３，３５１万１，１４３円減、繰入金２，１４０万０，０５３円増、繰越
金１億７，６００万１，８７４円の増等により、前年度と比較して１３億０，３８１万５，１２１円（１４．８％）減となりました。内
訳は、村税、繰越金、繰入金、寄附金等の自主財源が３５億０，０８２万８，３５８円（46.5％）、これに対して国・県
支出金、地方交付税、村債、地方消費税交付金等の依存財源は４０億３，３４７万５，８５７円（５３．５％）となっていま
す。村税は固定資産税と村民税の減により対前年度１．７％、４，１８４万４，４５９円減収となりました。

地方交付税（２０．１％）
　１５億１，６０１万０，０００円
地方交付税（２０．１％）
　１５億１，６０１万０，０００円

国庫支出金（１２．８％）
　９億６，３３２万２，０９９円
国庫支出金（１２．８％）
　９億６，３３２万２，０９９円

村税（３２．７％）
　２４億５，９５０万３，３６３円
村税（３２．７％）
　２４億５，９５０万３，３６３円

その他（１．８％）
　ゴルフ場利用税交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方特例交付金・
利子割交付金・交通安全対策特別交付金・環境性能割交付金・法人事業税交付金
　１億３，９１４万６，７５０円

村たばこ税（１．２％）
９，２５９万２，３８９円

繰越金（７．１％）
５億３，５８１万２，６０４円

軽自動車税（０．８％）
５，５５８万０，８９５円

繰入金（１．４％）
１億０，４９８万０，８０８円

村民税（１２．９％）
　９億７，４０７万９，２９６円
村民税（１２．９％）
９億７，４０７万９，２９６円

固定資産税（１７．８％）
　１３億３，７２５万０，７８３円
固定資産税（１７．８％）
　１３億３，７２５万０，７８３円

寄附金・諸収入等（５．３％）
　４億０，０５３万１，５８３円
寄附金・諸収入等（５．３％）
　４億０，０５３万１，５８３円

村債（８．１％）
　６億１，４２２万１，０００円
村債（８．１％）
　６億１，４２２万１，０００円

地方消費税交付金（４．９％）
　３億６，５４６万０，０００円

地方譲与税（１．１％）
８，４０４万５，０００円

県支出金（４．７％）
　３億５，１２７万１，００８円

依存財源　　　５３．５％
４０億３，３４７万５，８５７円
依存財源　　 ５３．５％
４０億３，３４７万５，８５７円

自主財源　　　４６．５％
３５億０，０８２万８，３５８円
自主財源　　 ４６．５％
３５億０，０８２万８，３５８円
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歳入歳出差引残金
３億８，８５６万５，８６６円は、
令和４年度へ繰越します

７１億４，５７３万８，３４９円歳 出

【一般会計歳出】

※令和４年３月３１日現在の人口
　１４，６９８人で割り戻した額。
※令和４年３月３１日現在の人口
１４，６９８人で割り戻した額。

４８６，１７１円４８６，１７１円

 村民一人当りの
歳出額

 村民一人当りの
歳出額

商工費（０．３％）
　２，２６９万６，８１４円
商工費（０．３％）
２，２６９万６，８１４円

民生費（２８．４％）
　２０億３，０５４万７，７６２円
民生費（２８．４％）
２０億３，０５４万７，７６２円

教育費（１１．３％）
　８億０，９２７万０，３３５円
教育費（１１．３％）
　８億０，９２７万０，３３５円

農林水産業費（３．５％）
　２億５，３０８万７，１０７円
農林水産業費（３．５％）
　２億５，３０８万７，１０７円

土木費（６．２％）
　４億３，９８２万３，２６４円
土木費（６．２％）
　４億３，９８２万３，２６４円

消防費（４．８％）
　３億４，０３４万１，６６６円
消防費（４．８％）
　３億４，０３４万１，６６６円

議会費（１．４％）
　９，６３３万８，５８３円
議会費（１．４％）
９，６３３万８，５８３円

総務費（１９．５％）
　１３億９，５３７万８，４３６円
総務費（１９．５％）
１３億９，５３７万８，４３６円

衛生費（１５．６％）
　１１億１，８１７万１，１４５円
衛生費（１５．６％）
１１億１，８１７万１，１４５円

医療・児童・障がい者福祉扶助費、
介護保険特別会計繰出金
医療・児童・障がい者福祉扶助費、
介護保険特別会計繰出金

小・中学校管理運営経費、
光と風の丘公園管理費
小・中学校管理運営経費、
光と風の丘公園管理費

基金積立費、行政情報化推進事業費基金積立費、行政情報化推進事業費

予防接種及び健診事業、ゴミ処理及び
斎場運営（江戸崎地方衛生土木組合負担金）
予防接種及び健診事業、ゴミ処理及び
斎場運営（江戸崎地方衛生土木組合負担金）

歳出の性質別内訳

公債費（９．０％）
　６億４，００８万３，２３７円
公債費（９．０％）
　６億４，００８万３，２３７円 地方債元利償還金地方債元利償還金

※各項目の主な歳出※各項目の主な歳出

令和３年度一般会計歳出決算額は７１億４，５７３万８，３４９円となりました。総務費では、新型コロナウイルス感
染症緊急経済対策としての特別定額給付金事業の完了等により１３億８，６４９万７，３３５円の減、農林水産業費で
は、蔵後余郷入土地改良区の経営体育成関連流動化促進事業の完了等により９，８４３万１，９０３円の減、商工費
では、新型コロナ対策地域経済活性化事業の減等により３，５５４万９，３９５円の減、民生費では、子育て世帯臨
時特別給付金事業等により２億３，６３８万３，１３５円の増、衛生費では、新型コロナワクチン接種事業費の増等
により９，２８４万２，０２５円増加しています。
前年度と比較すると歳出総額で１１億５，６５６万８，３８３円（１３．９％）の減少となりました。

特別定額給付金、一部事務組合負
担金（江戸崎地方衛生土木組合等）、
各種団体補助金等

特別定額給付金、一部事務組合負
担金（江戸崎地方衛生土木組合等）、
各種団体補助金等

補助費等（２３．３％）
　１６億６，８７２万円
補助費等（２３．３％）
１６億６，８７２万円

人件費（１８．８％）
　１３億４，７５３万円
人件費（１８．８％）
１３億４，７５３万円

議員報酬、各種委員報酬、
特別職給与、職員給与等
議員報酬、各種委員報酬、
特別職給与、職員給与等

児童手当、障がい者
福祉サービス費等
児童手当、障がい者
福祉サービス費等

扶助費（１４．２％）
　１０億１，３１４万円
扶助費（１４．２％）
１０億１，３１４万円消耗品、委託料、

備品購入費等
消耗品、委託料、
備品購入費等

物件費（１２．７％）
　９億０，６８５万円
物件費（１２．７％）
　９億０，６８５万円

積立金（１０．１％）
　７億２，３２９万円
積立金（１０．１％）
　７億２，３２９万円

公債費（９．０％）
　６億４，００８万円
公債費（９．０％）
　６億４，００８万円
地方債元利償還金地方債元利償還金

特別会計への補助金特別会計への補助金

繰出金（７．９％）
　５億６，３８８万円
繰出金（７．９％）
　５億６，３８８万円

維持補修費（０．５％）
　３，２７５万円
維持補修費（０．５％）
３，２７５万円

普通建設事業費（３．５％）
　２億４，７５０万円
普通建設事業費（３．５％）
　２億４，７５０万円

投資及び出資金
・貸付金（０．０％）２００万円
投資及び出資金
・貸付金（０．０％）２００万円



44広報みほ　令和４年１１月号

【国民健康保険】歳入の主なものは、県支出金３億６，６６５万４，１９４円と国民健康保険税４億０，２９９万２，２８３円で、全体の約８７％を
占めます。国民健康保険税のうち、現年課税分徴収額は３億８，７０５万２，８８８円で、被保険者一人あたり１０万５，７５２円（年間平
均被保険者３，６６０人）です。歳出では、保険給付費１０億４，２５５万０，４７３円と、国民健康保険事業費納付金４億３，２１４万４，１１５円で、
全体の約９０％を占めます。平成３０年度の税率改定以降、一般会計からの法定外繰入を解消する等、国民健康保険財政の安
定的な運営に努めています。
【介護保険】保険料徴収額は２億８，７０１万６，８５９円（特別徴収額２億６，２０３万２，３９０円、普通徴収額２，３６９万２，９７０円、滞納繰越
分１２９万１，４９９円）で、第１号被保険者数は４，６６９人、認定者数は７６２人、保険給付費は１１億３，８０７万５，８６４円となっています。
【後期高齢者医療】保険料徴収額は１億３，５０８万６，２１８円（特別徴収額９，３７１万３，９００円、普通徴収額４，１０５万３，７００円、滞納繰
越分３１万８，６１８円）です。徴収した保険料は、保険者である茨城県後期高齢者医療広域連合へ納付しています。

【水道事業】収益的収入支出は水を供給するための経営活動に伴う収支のことで、資本的収入支出は施設の整備・拡充など
に要する支出及び償還金とその財源の収入のことです。不足額については留保資金（減価償却費など）で補填しています。
令和３年度は、老朽化した送水管及び配水管の更新事業を実施するための基本計画や設計基準を策定しました。また、新
規加入促進のため、加入分担金の減免措置を引き続き実施しました。
【下水道事業】収益的収入支出は下水道施設の維持管理などの経営活動に伴う収支のことで、資本的収入支出は施設の整備
・拡充などに要する支出及び償還金とその財源の収入のことです。不足額については消費税等資本的収支調整額で補填し
ています。令和３年度は、木原地区、布佐地区、土屋地区、大谷地区において１，７０５ｍの排水管整備工事を行いました。
令和３年度も下水道普及率向上のため、接続支援事業を実施して補助金を交付しました。
【電気事業】美浦村メガソーラー発電所で、１年間を通して売電を行いました。収益的収入は主に売電で得た収入です。当
初の発電見込を６５２，２２３kWh上回り、２，９０４，２６６kWh（達成率１２８．９６％）を発電しました。収益的支出は主に発電所に係る
メンテナンス委託料や建設費の減価償却費となっています。資本的収入はございませんでした。資本的支出は、用地取得
費及び建設費の償還金を支出しております。不足額については留保資金（減価償却費など）等で補填しています。

１６億９，４２９万１，６４６円１６億９，４２９万１，６４６円

１６億４，５６５万７，５８５円１６億４，５６５万７，５８５円

歳入

歳出
４，８６３万４，０６１円を
令和４年度へ繰越国 民 健 康 保 険

１３億４，７９９万５，６１５円１３億４，７９９万５，６１５円

１２億７，９６７万８，４０５円１２億７，９６７万８，４０５円
６，８３１万７，２１０円を
令和４年度へ繰越

歳入

歳出
介 護 保 険

１億７，５３２万５，６０３円１億７，５３２万５，６０３円

１億７，６５０万２，８８２円１億７，６５０万２，８８２円 　１１７万７,２７９円を
令和４年度へ繰越

歳入

歳出
後期高齢者医療

７億５，８１５万１，３０３円７億５，８１５万１，３０３円

９億３，５３３万１，２２５円９億３，５３３万１，２２５円

７億７，４４５万０，７０７円７億７，４４５万０，７０７円

８億０，１５９万６，０４８円８億０，１５９万６，０４８円
差引

差引
△１億７，７１７万９，９２２円

△２，７１４万５，３４１円

下水道事業
収益的

資本的

５億４，２４２万７，５４５円５億４，２４２万７，５４５円

５億４，６６５万７，１８０円５億４，６６５万７，１８０円

３８９万４，０００円３８９万４，０００円

７，６０４万３，３５５円７，６０４万３，３５５円
差引

差引
△４２２万９，６３５円

△７，２１４万９，３５５円

収入

支出

収入

支出

水道事業
収益的

資本的

５，０８４万１，９９０円５，０８４万１，９９０円

差引
６，４１９万２，７９５円

収入

支出

０円０円

５，０９１万８，２６３円５，０９１万８，２６３円

１億１，５１１万１，０５８円１億１，５１１万１，０５８円

収入

支出
差引
△５，０８４万１，９９０円△５，０８４万１，９９０円

収益的

資本的

電気事業

収入

収入

支出

支出

特 別　会　計

企 業 会 計
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政指標

《資金不足比率》公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率。２０％以上で経営健全化団体となり、
公営企業の経営の健全化を図る計画を策定しなければなりません。美浦村に資金不足額はありません。

《実質赤字比率》一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
※１５％以上で財政健全化団体、２０％以上で財政再生団体。

《実質公債費比率》一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率。
※１８％以上で地方債を発行する際に県知事の許可が必要。２５％以上で財政健全化団体。３５％以上で財政再生団体。
※財政健全化団体は地方債発行で一部制限有り。財政再生団体は地方債発行で多くの制限有り。

《将来負担比率》地方債の残高をはじめ一般会計等が将来負担すべき、現時点での実質
的な負債の標準財政規模に対する比率。３５０％以上で財政健全化団体となります。

《連結実質赤字比率》全ての会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
※２０％以上で財政健全化団体、３０％以上で財政再生団体。

６．９％６．９％

６６．５％６６．５％

なしなし

なしなし
健全化判断比率健全化判断比率

公営企業会計資金不足比率公営企業会計資金不足比率

村の預金（基金）と借金（地方債残高）の状況

借金（地方債残高）１３８億６，４５１万円借金（地方債残高）１３８億６，４５１万円預金（基金の現在高）２５億８，５５７万円預金（基金の現在高）２５億８，５５７万円

《令和３年度末現在》

０
５
１０
１５
２０
２５
３０

〔単位：億円〕〔単位：億円〕基金残高の推移基金残高の推移

一般会計 特別会計

一
般
会
計

一
般
会
計

企
業
会
計

特
別
会
計

特
別
会
計

Ｈ２９年度

１０．４１０．４

１２．５１２．５

２２．９２２．９

Ｈ３０年度

１０．０１０．０

１２．７１２．７

２２．８２２．８

Ｒ元年度

９．０９．０

１１．０１１．０

２０．０２０．０

Ｒ３年度

２２．０２２．０

３．９３．９
２５．９２５．９

Ｒ２年度

２．６２．６

１５．３１５．３

１７．９１７．９

財政調整基金
減債基金
ふるさと基金
公共公益施設整備基金
地域福祉基金
陸平基金
学校施設建設基金
地域振興基金
安中地区総合開発関連公共施設整備基金
学校教育振興基金
ふるさと応援基金
公共施設の屋根貸し等による太陽光発電事業基金
森林環境譲与税基金
土地開発基金
収入印紙等購買基金
計

８億８，８３１万円
４億６，０９１万円
３，９５０万円
６，６７６万円

１億８，９２５万円
５，２７５万円

２億７，３３７万円
１，２７８万円
７９１万円
１，７４６万円
６，２６２万円
３０９万円
４５５万円

１億１，３０２万円
４４４万円

２１億９，６７２万円

国民健康保険支払準備基金
介護給付費準備基金
計

２億５，４８３万円
１億３，４０２万円
３億８，８８５万円

一般公共事業債
災害復旧事業債
緊急防災・減災事業債
全国防災事業債
教育・福祉施設等整備事業債
一般単独事業債
財源対策債
減収補填債
減税補てん債
臨時財政対策債
都道府県貸付金
計

２億６，２２６万円
４８４万円
２，１６７万円
１，０４０万円

１６億３，５２４万円
９億９，５８０万円
１億７，２４３万円
３，４８８万円
３，６０２万円

４３億８，６３４万円
４，９８１万円

７６億０，９６９万円

水道事業
下水道事業
電気事業
計

６億３，７３９万円
５１億１，０３５万円
５億５，４８２万円
６２億５，４８２万円

《基金》家計でいう貯金。特定の目的のために維
持、積立、運用する財産です。
《地方債》家計でいう借金。臨時突発的な出費や
将来の住民も経費を分担することが公平である
場合等に、村の資金調達のために負担する債務
です。
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